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今回発表の 

事業所や 

サービスの 

紹介 

小平市の小川駅より５分くらいの駅近の好立地にあります。定員７３名、ショー

トステイ定員８名の特別養護老人ホームです。通所介護、訪問介護、居宅介護支

援事業所、地域包括支援センターを併設しています。

基本理念に愛と勇気と知恵を出し合って共に生きよう、この街に参加しよう、呼

びかけよう、働きかけようをモットーに展開しています。

《１．研究前の状況と課題》 

当施設では、利用者の皆様がより長く「美味

しく」「楽しく」「安全に」食事を摂って頂ける

よう、他職種と連携し、本人の状態や利用者の

声を食事内容に取り入れ、個別性を活かした食

事提供を目指し取り組んでおります。

 多くの利用者は食事量低下や体重が減少した

場合、職員が介入することで改善は図れるが、

それは本当に利用者のためになっているのだろ

うか？職員本位ではないのか？そこにはどんな

理由があるのだろうか？

 また職員が利用者の状況を理解した上で、ど

のように関わり、工夫してアプローチすればい

いのか。最大限できることは何か。そのことに

ついて深く調査したいと考えた。

利用者一人ひとりが自己の意思で食事量向上

を図るには、“個別性”を正しく理解した援助方

法を職員全体で統一し、ケアを実施することが

必要と考えた。 

《２．研究の目標と期待する成果・目的》 

食事を止めてしまう利用者に対し職員が正しく

“個別性”を理解した食事提供を行う事により、

目標として

①毎食事の状況・環境・言動を記録に取ることで、

情報を共有し傾向と対応策が見いだせる。また献

立一品ごとに食事量の記録をとることにより、嗜

好や食事摂取の傾向を知る事が出来る。

②一日三食の食事提供のうち、一食でも全量する

事が出来る様になり、食欲・食事量を向上できる。 

以上２点をあげている。

成果として

①職員の様々な視点から利用者を見ることにより

情報を収集、共有することで個々に応じた援助方

法や食事環境を考えることが出来る様になる

②記録を元に“個別性”正しく理解しケアを統一

することで、利用者の意思で食事が摂れるように

なる。

③今後のケアの展開に繋がる。



《３．具体的な取り組みの内容》 

対象者のピックアップ、各階２名・計４名。

対象者選定のポイント。

① 体重の減少・食欲の低迷・食事量減少傾向に

ある（例：食事量が斑である人。）

② 自己摂取可能であり、自己の意思決定が表現

できる（例：食事の終始のみ申告できる人。） 

③ 食事に対して、明確な希望を発信しない。

（例：食物の嗜好・量等の調整を希望しない

人。）

【取り組み内容】

① 過去の食生活の情報収集。

② 対象者の毎食時の個別の記録（時間・排泄・

場所・発言）献立一品毎の食事量記録。記録

用紙の書式変更（補食・記入者の追加）

③ １ヶ月毎の記録により、個別に傾向を捉えて

援助計画、方針の変更、実施。（＊援助計画、

方針の展開と体重測定による体重差の比較）

A) 嗜好品・食事傾向を記録にて調査。

B) 対象者個々の主食副食・食具の調整。（分

量・代替え食）補食との関係性の検証、

調整（間食）。

C) 援助計画の検証と実証。

④ 集計結果を栄養士・医務・対象利用者各担当

への報告と連携。

排便・下剤・服薬状況の関係性を検証。

《４．取り組みの結果と考察》 

毎食事ごとの記録・統計を行う事により、個々

の好み・食への傾向・食事摂取方法を捉える事が

でき、対象者４名中３名が食事量で３０％、体重

平均４㌔の増加が見込めた。更に、服薬状況・補

食の関係性を検証、統一した援助を実施すること

により、個別性を重視した対応が出来た。それに

より、対象利用者全体の食事量増加が見込めた。

個別記録用紙の書式変更・援助計画方針、変更

後の発信・各職員へ経過と結果報告を重ねて行う

事により、職員全体の関心度を高め、個別性の高

い食事環境の改善・食事提供方法を、職員全体で

取り組んでいけた。 

《５．まとめ、結論》 

 食事環境・食事提供法を、日々の記録を元に、

アプローチの仕方を変更していくことで、利用

者の食への考えや味覚傾向が確認できた。それ

により、最終的に自己決定をしてもらう事で、

利用者の満足度も増すことができたと結論す

る。自分の食べたい物を自分で進んで食せる機

会を増やし設けることにより、更に「美味しく」

「楽しく」「安全に」食べて頂けたと考える。こ

うした結果を導くには他職種との協力・連携が

無ければならない。 

今後、職員全体で、更に個別性を重視した食

事提供・食事環境整備が自然と出来る事を意識

し、継続取り組んでいきたい。

《６．倫理的配慮に関する事項》 

なお、本研究発表を行うにあたり、ご本人（ご

家族）に口頭にて確認をし、本研究発表以外で

は使用しないこと、それにより不利益を被るこ

とはないことを説明し、回答をもって同意を得

たこととした。

《７．提案と発信》

食事量低下、食欲低迷が著明である場合、個々

の食への傾向・嗜好を詳細に観察して見る事に

より、改善・向上の余地があると考える。食事

量の向上が図れた今回の結果を元に、今後この

記録方法・アプローチ方法を活用していくこと

にする。 

しかし、今回の方法を周知徹底し共通理解を

図るのに時間を有することが課題である。多忙

業務の中、簡潔で、より確実に記録でき、周知

徹底の浸透力を上げる方法も考えていき、改善

を図りたい。 
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